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Ⅳ 栃木県の地域生活支援事業等の実施に関する事項 

 ○ 地域生活支援事業は、障害者及び障害児が自立した日常生活又は社会生活を営むことができ

るよう、地域の特性や利用者の状況に応じて柔軟に実施するものです。 

   県では、特に専門性の高い相談支援事業や広域的な支援を必要とする事業を実施します。 

 

【県が実施する地域生活支援事業一覧】 

事業名 

必 

須 

事 

業 

１ 専門性の高い相談支援事業 

◆ 発達障害者支援センター運営事業 

◆ 高次脳機能障害及びその関連障害に対する普及支援事業 

２ 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成研修事業 

◆ 手話通訳者・要約筆記者養成研修事業 

◆ 盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

◆ 失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 

３ 専門性の高い意思疎通支援を行う者の派遣事業 

◆ 手話通訳者・要約筆記者派遣事業 

◆ 盲ろう者向け通訳者・介助員派遣事業 

◆ 失語症者向け意思疎通支援者派遣事業 

４ 意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業 

５ 広域的な支援事業 

◆ 都道府県相談支援体制整備事業 

◆ 精神障害者地域生活支援広域調整等事業 

◆ 発達障害者支援協議会による体制整備事業 

  

※この他、任意事業があります。 
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１ 障害者相談支援体制整備事業 

   ○ 障害者等が自立した日常生活又は社会生活を営むことができるよう、地域における相談支

援体制の整備を推進するため、障害者相談支援協働コーディネーターを配置し、次の支援を

行います。 

   ① 相談支援機関等に対するスーパーバイズ 

   ② 市町（自立支援）協議会運営への支援 

   ③ 地域の人材育成、ケアマネジメント技術の指導 

   ④ 県が行う相談支援関係事業との連携調整 

   ⑤ 相談支援ネットワークの構築に向けた総合的な調整 等 

  ○ また、地域における相談支援の中核的な役割を担う基幹相談支援センターの設置を促進す

るため、その設置方法や業務内容の例示、広域（複数市町）で設置する場合の市町間の調整

等を行い、基幹相談支援センター設置後については、運営や取組状況を確認しながら、基幹

相談支援センターとしての機能を十分に発揮できるよう支援します。 

 

本人

家族

ボランティア

友人

障害福祉サー
ビス事業所

民生委員
児童委員

指定相談
支援事業所

医療機関

障害者
就業・生活
支援センター

NPO法人

企業

地域活動
支援センター

・ハローワーク

・障害者職業
センター

支援団体

社会福祉
協議会

学校等

支援

相談 支援

地域の課題やニーズの
対応策の協議 等

栃木県障害者
総合相談所

児童相談所

栃木県
自立支援協議会

精神保健福祉
センター

支援

県

障害福祉課

国

評価・提言

悩み、希望

個別支援会議

地域ニーズ

相談支援専門員

地域自立支援協議会

商店街 公園

神社・仏閣

レジャー施設

ホテル・旅館

デパート

レストラン 映画館

交通機関

金融機関

郵便局

健康福祉センター
宇都宮市保健所

新たな社会資源の
開発・改善等、障害
者が地域で安心して
暮らせる体制づくりを
行う

協議・報告評価・提言

地 域

障害者相談支援協働
コーディネーター

支援・調整

身体・知的障
害者相談員

健康福祉
センター

協議・報告

市町

基幹相談支援センター

委託・指定相談支援事業所

将来的には
基幹センター等
が役割を担う

地域課題

助言等 照会等

  

 

 

 

 

 

 

 

《今後の相談支援体制のイメージ》 
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２ 障害者就業・生活支援センター事業 

   ○ 各障害保健福祉圏域に設置した「障害者就業・生活支援センター」において、就職を希望

する障害者や在職中の障害者、その家族からの相談、又は事業主からの相談に応じ、就業面・

生活面の一体的な支援を行います。 

   ○ 障害者就業・生活支援センターでは、就職した職場に適応するための定着支援、安定して

働き続けるための生活習慣づくりや金銭管理・健康管理等に関する支援など、職業生活全般

にわたる支援を行います。 

   ○ さらに、身近な地域で、福祉、産業、労働及び教育機関と連携し、連絡調整を積極的に行

いながら、障害者雇用の促進、安定を図ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者就業・生活支援センター事業＜見込件数＞ 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

実利用見込者数 4,626 4,904 5,198 

※ 実利用見込者数は、支援対象者（登録者）数を記載しています。 

 

〈参考〉第６期計画における実績 

区 分 令和３度 令和４年度 

実利用者数 4,146 4,364 

※ 実利用者数は、支援対象者（登録者）数を記載しています。 

 

 

 

 

障害のある方 

相談 

就労移行支援 

事業者等 

健康福祉センター 

宇都宮市保健所 

医療機関 
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地域障害者 

職業センター 

特別支援学校 

事業主 

基礎訓練の 
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福祉サービスの利用調整 

求職活動支援 

技術的支援 

医療面の相談 

専門的支援 

の依頼 

○ 就業に関する相

談支援 

○ 障害特性を踏ま

えた雇用管理に

関する助言 

○ 関係機関との連

絡調整 

○ 日常生活・地域   

生活に関する助

言 

 

○ 関係機関との連

絡調整 

 

一

体

的

な

支

援 

障害者就業・生活支援センター 

生活支援 就業支援 

自立・安定した職業生活の実現 

市町 

相談 

職場適応支援 

連携 
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３ 発達障害者支援センター運営事業等 

○ 発達障害者に対する支援を総合的に行う中核機関として、発達障害者支援センター「ふぉ

ーゆう」を運営し、本人や家族等に対する相談支援、普及啓発、人材育成等を行うとともに、

関係機関への支援を行います。 

○ 併せて、地域の支援者の抱える困難事例（強度行動障害等）に対し、内容に応じて、各分

野に専門的な知識や経験を持つアドバイザーを事業所等に派遣する等、関係機関への支援を

行います。 

○ 発達障害者等が可能な限り身近な場所において必要な支援を受けられるよう、発達障害者

地域支援マネージャーを配置し、地域支援を強化するとともに、市町における一次相談窓口

となる発達障害者相談支援サポーターを養成し、発達障害者支援センター「ふぉーゆう」、

発達障害者地域支援マネージャー、発達障害者相談支援サポーターの連携による重層的な支

援体制を構築します。 

○ 発達障害者支援地域協議会を活用し、保健、医療、福祉、教育、労働等の関係機関との連

携を図るとともに、ライフステージを通じた切れ目のない支援体制を整備します。 

○ 発達障害者の家族等が互いに支え合うための活動等を支援するとともに、市町等における

家族支援の取組の推進に努めます。 
 
発達障害者支援センター運営事業等〈活動指標〉 

〈参考〉第６期計画における実績 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 備 考 

発達障害者支援センター及び発達障害者地域 

支援マネージャーによる助言件数 
110 115 120 

関係機関における対応困難事例

（強度行動障害やひきこもり等）

に対する専門的見地からの助言 

ペアレントトレーニングやペアレントプログ

ラム等の支援プログラム等の受講機関数 
35 38 41 

支援プログラムを受講した市町

や事業所等の数（累計） 

ピアサポートの活動への支援件数 ５ ８ 10  

区 分 令和３年度 令和４年度 備 考 

発達障害者支援センター及び発達障害者地域 

支援マネージャーによる助言件数 
127  110 

関係機関における対応困難事例に対する

専門的見地からの助言 

研修型ペアレント・プログラムの受講機関数 32 32 市町や事業所等の受講機関数（累計） 
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４ 高次脳機能障害支援普及事業 

 ○ 高次脳機能障害者やその家族が、身近な地域で適切な支援を受けることができる体制を強

化するため、専門的な相談支援を行う高次脳機能障害支援拠点機関（障害者総合相談所及び

（地独）栃木県立リハビリテーションセンター）と地域支援拠点機関が連携し、保健、医療、

福祉、労働等の関係機関による複数の支援ネットワークの構築を図ります。 

○ 障害福祉サービス事業等従事者や医療従事者等を対象に、障害特性を踏まえた支援を行う

ための研修等を実施することで、高次脳機能障害者が必要とするサービスを提供できる障害

福祉サービス事業所、地域活動支援センター、相談支援事業者、医療機関等の拡充を図りま

す。 

○ 高次脳機能障害の正しい理解を促進するために、障害特性や支援のあり方について普及啓

発を図るとともに、家族会等と連携して、ピアサポートの普及等に取り組みます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高次脳機能障害支援普及事業〈見込件数〉 

 

 

 
※ 研修会参加者数は、高次脳機能障害支援拠点機関における支援者を対象とした研修会参加者 

延べ数を記載しています。 

 

〈参考〉第６期計画における実績 

 

 

 
※ 利用者数は、高次脳機能障害支援拠点機関の相談利用者延べ数を記載しています。 

 

 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

研修会参加者数 340 350 360 

区 分 令和３年度 令和４年度 

利用者数    611   606 
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５ 精神障害者地域移行・地域生活支援事業 

○ 精神障害者等が地域の一員として、安心して自分らしく暮らせるよう、保健・医療・福祉

関係者等と連携のもと、精神障害にも対応した地域包括ケアシステムの構築を推進します。 

○ ピアサポートの活用や居住支援の充実を図ることにより、精神病床における長期入院患者

の減少及び地域生活への移行に向けた支援並びに地域生活を継続するため、次の支援等に取

り組みます。 

① 精神障害者地域移行・地域定着推進協議会  

・ 健康福祉センター、宇都宮市保健所等が、市町の（自立支援）協議会と連携し、地域

の課題を共有した上で、管轄圏域の地域移行支援、地域定着支援及び地域包括ケアシス

テムの構築に係る体制整備を図ります。 

・ 精神障害者の地域移行・地域生活支援に携わる関係機関を対象に、専門的な支援技術

を有する者の養成に取り組みます。 

② ピアサポーターの活動支援 

 ・ 精神障害者の視点を重視した支援を充実するとともに、精神障害者が自らの疾患や病

状を正しく理解することを促すため、地域で生活する障害者自身が相談支援や啓発等を

行うピアサポートの重要性を周知するとともに、その積極的な活用が図られるようピア

サポーターの活動を支援します。 

③ 精神障害者退院後支援 

・ 措置入院者等の精神障害者が退院後に必要な医療等の包括的な支援を継続的かつ確

実に受けられるようにするため、健康福祉センター、宇都宮市保健所が中心となり、関

係機関と連携して、退院後支援計画に基づく支援を行います。 

④ アウトリーチ支援 

・ 未治療・治療中断等で地域生活に困難を抱えている精神障害者又はその疑いのある者

に対し、精神保健福祉センタ－が健康福祉センター、宇都宮市保健所と連携して、多職

種で訪問支援等を行い、精神医療の導入など適切な支援に結びつけることにより、地域

生活の安定を図ります。  
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６ 専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成・派遣等事業 

○ 障害者が自立した生活を営むことができるよう、「とちぎ視聴覚障害者情報センター」や

関係団体と連携しながら、専門性の高い意思疎通支援を行う者（手話通訳者、要約筆記者、

盲ろう者向け通訳・介助員、失語症者向け意思疎通支援者）を養成します。 

○ また、市町が実施する意思疎通支援事業を支援し、その活用を図るとともに、派遣業務に

従事する者に対しフォローアップを行い、意思疎通支援の強化に取り組みます。 

 

専門性の高い意思疎通支援を行う者の養成事業 

・手話通訳者養成事業＜見込件数＞ 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

養成講習【通訳Ⅰ～Ⅲ】 

修了見込者数 
70  70  70  

 

・要約筆記者養成事業＜見込件数＞ 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

養成講習【手書き・PC】 

修了見込者数 
20  20  20  

 

・盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業＜見込件数＞ 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

養成講習修了見込者数 20  20  20  

 

・失語症者向け意思疎通支援者養成研修事業＜見込件数＞ 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

養成講習修了見込者数 20  20  20  

 

〈参考〉第６期計画における実績 

・手話通訳者養成事業 

区 分 令和３年度 令和４年度 

養成講習修了者数   29    19  

 

・要約筆記者養成事業 

区 分 令和３年度 令和４年度 

養成講習修了者数    13  10  

 

・盲ろう者向け通訳・介助員養成研修事業 

区 分 令和３年度 令和４年度 

養成講習修了者数   16  37  

 

・失語症者向け意思疎通支援者養成研修事業 

区 分 令和３年度 令和４年度 

養成講習修了者数   ５  ３  
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７ 意思疎通支援を行う者の派遣に係る市町村相互間の連絡調整事業 

○ 市町をまたぐ意思疎通支援を行う者の派遣に係る連絡調整を行い、利用の拡大に努めます。 

 

８ 依存症対策総合支援事業 

   ○ アルコール、薬物、ギャンブル等の依存症は、適切な支援や治療により、十分に回復が可

能である一方、「依存症は本人の責任である」といった依存症に対する偏見や誤解を持って

いる者が多いことから、相談や治療につながるまでに長い時間がかかることがあります。そ

のため、依存症患者やその家族等が適切な支援に結びつくよう、依存症に関する正しい理解

や知識を広めるための普及啓発を実施します。 

  ○ 行政機関（精神保健福祉センターや健康福祉センター）、医療機関、民間支援団体（自助

グループや回復支援施設等）、その他関係する機関同士で連携した支援を実施できる体制を

整備します。 

   ○ 依存症患者が適切な治療を受けられるよう専門医療機関及び治療拠点機関を設置します。 

  ○ 県民がいつでも依存症に関する相談支援窓口を知ることができるよう、相談支援窓口の周

知や依存症に関する情報の発信に努めます。 

 

依存症対策総合支援事業〈見込件数〉 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

専門医療機関数 

（うち治療拠点機関数） 

アルコール 
 ４ 
（１） 

４ 
（１） 

４ 
（１） 

薬 物 
３ 

（１） 
３ 

（１） 
４ 

（１） 

ギャンブル 
３ 

（１） 
３ 

（１） 
３ 

（１） 

相談拠点機関数 各依存症共通 １ １ １ 

 

〈参考〉第６期計画における実績 

区 分 令和３年度 令和４年度 

専門医療機関数 

（うち治療拠点機関数） 

アルコール 
１ 
(０) 

 ３ 
(０) 

薬 物 
１ 
(０) 

１ 
（０） 

ギャンブル 
０ 
(０) 

１ 
（０） 

相談拠点機関数 各依存症共通 １ １ 
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 ９ 子ども若者・ひきこもり対策推進事業 

  ○ ひきこもりやニート、不登校等の社会生活を円滑に営む上で困難を有する子ども・若者等

やその家族等が安心して社会生活を送ることができるよう、ワンストップで対応できる総合

的な相談窓口である栃木県子ども若者・ひきこもり総合相談センター「ポラリス☆とちぎ」

を運営し、相談支援を行います。 

  ○ 栃木県子ども・若者支援地域協議会において、教育、福祉、医療、雇用等の様々な分野の

関係機関と連携を図り、情報交換や連絡調整等を行います。 

  ○ 身近な地域で支援が受けられるよう、「ポラリス☆とちぎ」による市町への出張相談を行

うとともに、ひきこもりの本人や家族等に対し社会的自立に向けて支援を行うひきこもりサ

ポーターを養成し、市町の相談体制の充実を図ります。 

 

 出張相談実施市町数＜見込件数＞ 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

出張相談実施市町数  16 18 20 

 

〈参考〉第６期計画における実績 

区 分 令和３年度 令和４年度 

出張相談実施市町数 ９ 11 

 

《子ども若者・ひきこもり総合相談センターと子ども・若者支援地域協議会のイメージ》 

本人又はその家族等（ひきこもり、ニート、不登校等） 

相
談 支

援 

← 相談先は、本人又は家族等が選択 → 各
機
関
が 

支
援 

各
機
関
に 

相
談 

連携 

【総合相談窓口】 

栃木県子ども若者・ひきこもり 

総合相談センター(ポラリス☆とちぎ) 
・電話､来所面接､アウトリーチ､電子メール､FAX で相談を 

受け､他機関の支援が必要な場合はつなぐ。 

・相談支援のほか、普及啓発、家族支援セミナー、ひきこも

りサポーター養成研修等を行う。 

 

つなぎ 

総合相談センター

以外の相談・支援

機関 

保護観察所 

少年鑑別所 等 

【構成機関以外の機関】 
各市町の関係所属・機関、NPO 等民間団体、医療機関 
等 

栃木県子ども・若者支援 

地域協議会 
（ひきこもり連絡協議会を兼ねる） 

（事務局：栃木県子ども若者・ひきこもり総合相談ｾﾝﾀｰ） 

必
要
に
応
じ 

構
成
機
関 

以
外
の
機
関

に
協
力
要
請 

教育事務所等 

協
議
会
の 

支
援
対
象 

ケ
ー
ス 調整機関 青少年指導センター 等 

健康福祉センター 

宇都宮市保健所 

栃木県発達障害者支援ｾﾝﾀｰ 

児童相談所 等 

精神保健福祉センター 

ハローワーク 

若者ｻﾎﾟｰﾄｽﾃｰｼｮﾝ 等 

総合教育センター 

保護観察所 

少年鑑別所 

警察本部 等 
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10 難病相談支援センター事業 

  ○ とちぎ難病相談支援センターでは、難病患者やその家族の療養上、日常生活上の悩みや 

不安等の解消を図るとともに、電話・面接相談、医療相談、就労相談会等を通じて、様々な

ニーズに対応したきめ細かな相談や支援を行います。 

  ○ 疾患群を限定せず広く難病患者の交流と情報交換の場として、患者家族交流会（サロン）

を開催しています。 

  ○ 自身も難病を抱え、日常生活の不自由さを体験し、つらい気持ちを共感し合える仲間（ピ

ア）が、サポート（支援）する相談事業（ピア・サポート）を実施しています。また、ピア・

サポート事業の一つとして、同じような疾患を抱える難病患者同士の「疾患グループ別交流

会」を開催しています。 

  ○ 今後も患者会活動等のサポート等、患者の目線に立って、センター機能のさらなる強化を

図っていきます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

とちぎ難病相談支援センター〈見込件数〉 

区 分 令和６年度 令和７年度 令和８年度 

相談見込み件数 1,000 1,100 1,200 

※ 相談見込み件数は、相談利用者延べ数を記載しています。 

※ 新型コロナウイルス感染症拡大に関連した相談実績を踏まえ、コロナ禍以前の件数を 

勘案して見込を設定しています。 

 

〈参考〉第６期計画における実績 

区 分 令和３年度 令和４年度 

相談件数 1,222 1,495 

   ※ 相談件数は、相談利用者延べ数を記載しています。 

 

難病診療連携

拠点病院 

 
 

 

医療機関 

 

とちぎ難病相談支援センター 

 

 

 

 

 

       

・電話・面接相談 

・医療相談 

・患者・家族交流会 

・就労相談会  

・ピア・サポート事業 等 

健康福祉センター・

宇都宮市保健所 

相談支援 

受療に関する

支援 
在 宅 療 養

支援 

本人・家族 

連絡調整 

ハローワーク 

 

患者会・

家族会 

就労支援 
市 町 

 

受療 

患者交流 
障害福祉サービス 

※関係機関との連携 


